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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６－１より抜粋） 
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「ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発」 

全体の研究開発実施体制 

 

※今回事後評価対象 
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「ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
モントリオール議定書によるオゾン層破壊防止の観点、京都議定書による地球温

暖化防止の観点から、本研究事業は、重要かつ意義深いテーマである。自然冷媒に

こだわらず、代替フロンに代わる新冷媒の探索を目的として HFO（ハイドロフルオ

ロオレフィン）系冷媒について、大学・産業技術総合研究所による研究横断的な組

織を構築し、世界をリードする技術を有する有力空調メーカーの参画により我が国

が先導的に取り組んだ NEDO の支援は、時宜を得た取り組みであり、国際的にも評

価出来る。そして、実用可能性の評価、および安全性の各点から、多面的かつ高度

な基礎的検討および実用化開発を実施し、世界に先駆けた数多くの有用な知見を明

らかにしている点は高く評価できる。さらに、冷媒物性・基礎特性データの測定・

検証・データベース化そしていち早く公開したことは非常に有意義であった。 
一方で、個別の研究開発目標について見ると、材料開発や開発目標である空調機

器の基本的な特性把握にとどまっているものが散見され、一部に未完成な部分や実

用化に疑問符が付く部分があった。 
今後、成果物の開発においては全世界を対象とし、将来の産業育成に貢献しても

らいたい。 
 
２）今後に対する提言 
低 GWP 冷媒は、規制に対する国際情勢が定まらないと製品化できない。従って、

欧州動向調査が必要であり、CO2 や炭化水素などの自然冷媒を使った製品開発の支

援も継続して行うことも重要である。実証検討の多くのものにおいて実用化に向け

た課題、技術課題が多く存在する業務用空調機器、そして新冷媒の開発を外国企業

に任せるのではなく、物質の探索や合成に至る技術を後継プロジェクトで積極的に

推進することも必要である。その際、その評価基準、規制緩和を担う行政側と連携

して推進する必要があろう。また、冷媒の漏えい対策、回収対策について、カーエ

アコンでとられたような冷媒管理に関する国家的な仕組みの検討も必要である。 
また、日本と世界の冷凍・空調マーケットの大きさを考えた場合には、実用面か

ら、“現状の日本の規格に合わせた性能評価”に加えて、世界市場の多様な気候条件・

消費者嗜好を考慮に入れた多面的な検討により、世界市場をリードする国際的な規

格提案を可能とする試験法や性能評価手法（例えば東南アジアやヨーロッパ諸国で

の実証試験実施などの国際連携）の開発が望まれる。他の産業と同じようなガラパ

ゴス化を避けるべく、諸外国のこの分野の人たちとの意見交換を積極的に行うべき

である。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

本事業は、「環境安心イノベーションプログラム」の中の「地球温暖化防止」とい

う地球温暖化ガス削減の国際的動きに沿った時宜を得た取り組みである。多くの参

加企業・研究機関を結集することにより、比較的短期間において、家庭用から業務

用までの幅広い冷凍・空調分野を対象に、低 GWP 冷媒の特性把握と性能検証、安

全性評価を試みている。基礎研究的な内容を多く含む本事業は民間のみでは取り組

めない公共性が高い取り組みであり、NEDO の積極的な関与は適切である。世界全

体で議論されている冷媒問題に対し、他国においてはその取り組みが不十分である

中、わが国が先導的役割を十分果たし、解決する方向性を示したものであり、高く

評価できる。 
しかしながら、これらは日本単体の問題ではなく、世界全体で協調して解決する

ことが必要であるので、海外の関連機関との積極的なコミュニケーションも NEDO
の支援の上で実現して頂きたい。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
全体の問題点を把握するととともに目標達成のための要素技術開発や全体開発な

どスケジュールも適切である。特に、国際的な状況変化を踏まえて DuPont 社が発

表した低 GWP 冷媒を、世界に先駆け急きょ購入し、低 GWP 冷媒機器研究にも対

象を広げるなど中間評価で思い切った方針変更を行ったことは評価できる。そして、

全体を統括するプロジェクトリーダーのもと、学界からなる研究チームと、技術力

と事業化能力を有する企業との研究実施体制下、各テーマ担当事業者間の意見交換

会を積極的に開催し、フィードバックを図っていることは評価できる。低 GWP 冷

媒を用いた性能試験の実施により、現行機からの冷媒代替による性能変化・性能維

持策について具体的な検討を行っており、実用化・事業化に向けたマネジメントも

良好である。 
一方で、低 GWP 機器の実用化に向けては制度面などの課題の整理が、さらに事

業化には冷媒漏えいと冷媒回収に関する見通しの検討が必要である。 
 
３）研究開発成果について 
低 GWP 冷媒基礎データを体系的に計測した取り組みは海外でも例がなく、大き

な成果である。特に、住宅用として研究開発されたテーマにおいては、将来的には

業務用としての展開が期待されるものも多く、本プロジェクトで開発された成果技

術が広く応用分野を持つものであることは高く評価できる。また、低 GWP 冷媒お

よび混合冷媒の性能・安全評価に関しては世界的にも先進的な研究であるとともに、

ここで得られたデータは、空調機、冷凍機の実用化研究に必要かつ不可欠なもので

ある。積極的な公開および NIST（米国標準技術局）への提案と、国際会議を主催

して世界へ発信していることは高く評価できる。 
しかしながら、住宅用換気空調については、実際の多様な気象条件を想定した性
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能検証が未達と考えられる。業務用は大型機の開発にとどまっていると判断される。 
また、本プロジェクトの成果は、産業界のみならず、一般消費者にとっても有益

なものであるので、広報活動を引き続き取り組んで頂くとともに、国際標準化など

に繋がる働きも期待したい。開発のきめ細かさは評価できるが、外国に対するアピ

ールや外国ユーザーを意識した開発など、今少し配慮が必要である。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
本プロジェクトの成果は日本の空調技術に関するレベルの高さを充分アピールで

きる内容であり、世界的にみても実用化・事業化が可能な研究であると評価できる。

特に、CO2 冷媒ショーケースについては上市化が達成されている。低 GWP 冷媒に

関しては、実用化に向けての研究が加速され、コストダウンの課題があるが、十分

事業化が可能なところまで到達しており、評価できる。また、国内 JIS 規格の規格

整備資料としては十分なデータの取得と資料整理が実施され、実用化の判断材料を

定量的に示している点は高く評価できる。さらに、低 GWP 冷媒のドロップイン試

験結果などプロジェクト成果を世界に発信したことは、我が国が次世代冷媒の選択

に関してリーダーシップをとる上で、意義深い。 
しかしながら、事業化に関しては、低 GWP 冷媒の価格や安全性評価が定まって

いないため、コストや機器のサイズなどに問題があり、次ステップへの研究継承が

必要である。また、稼働率が低く、コスト的にも限界がある住宅用の空調・換気シ

ステムには充分な市場調査を行うことを考慮すべきである。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化(、事業化)の見通しに関する 
評価 

今後に対する提言 

住宅分野向けノ

ンフロン型省エ

ネ冷凍空調シス

テム開発 

入手困難であった低 GWP
冷媒を国プロにより入手し、各

参加事業者が性能分析を達成

できたことは評価できる。エア

コンのノンフロン化（新冷媒

化）に関しては目標の達成度、

成果の意義、知的財産権、成果

の普及いずれをとっても充分

である。特に、R1234yf およ

びそれと R32 の混合冷媒につ

いては、いままで実用的な観点

から評価がされておらず、世界

初の成果であり、本事業の大き

な成果と考えられる。また、住

宅用として研究開発されたテ

ーマにおいても、将来的には業

務用としての展開が期待され

るものも多くなっており、本プ

ロジェクトで開発された成果

検討された低 GWP冷媒を使って十

分実用化が可能な段階になっている

ことは高く評価できる。特に、現行の

冷媒を用いた実機との詳細な比較検

討から、空調機性能の定量的な評価結

果を提示し、機器性能と環境性の観点

から、実用化の課題と解決策を見いだ

した。そのことにより、低 GWP 冷媒

を採用した空調機の早い時期での製

品化・上市化及び、ビル用マルチエア

コンへの展開が期待できる。 
しかしながら、低 GWP 機器の実用

化には環境規制に対する国際情勢や、

冷媒の安全性に関する規制動向や、低

GWP 冷媒の価格が極めて高いことに

よるコストや機器のサイズなどの多

くの課題もある。 
また、デシカント空調の低コスト化

についての議論が不十分であったの

本事業は規制に対する国際情

勢が定まらない状況である。従

って、欧州動向調査が必要であ

り、次ステップの研究継続が重

要と考える。特に、国内外で住

宅用低 GWP 冷媒エアコンの方

向性を議論し、ドロップインテ

ストを実施し、国内メーカーの

みならず海外メーカーも含め

て、国際標準化推進の雰囲気醸

成を図るべきと考える。また、

低 GWP 冷媒エアコンのコスト

低減および小型化を目的とした

技術開発も必要である。そして、

途上国の冷媒転換支援を行う新

規事業を起案することで、日本

のリーダーシップが発揮出来

る。また、個別機器としてでは

なく住宅建築とマッチした統合
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技術が広く応用分野を持つも

のであることは高く評価でき

る。 
しかしながら、換気、調湿シ

ステムの開発に関してはその

完成度、成果の意義、成果の普

及等に関して今一歩の開発が

必要である。特に、住宅用換気

空調は目標性能を達成するシ

ステムを完成しているが、既存

方式とのコスト比較評価条件

が明確でなく、事業化の観点か

ら、技術的な克服すべき課題が

残されていると判断される。 

で、次ステップ等で研究が進むことを

期待する。 
 
 

熱システムや太陽光発電とマッ

チした機器の開発を提案する。 
一方で、住宅分野では、現在

使用中の冷媒の回収が大きい問

題であり、制度や規制の整備が

必要である。 

業務分野向けノ

ンフロン型省エ

ネ冷凍空調シス

テム開発 

温暖化物質の排出量の大き

い、冷蔵冷凍の分野や、大型空

調機の分野において、実用化の

目途をつけたことは、高く評価

できる。特に、冷媒量制御など

CO2 冷凍システムの高効率化

技術を確立することで、現行

R404A 機と比較して 10%の性

能改善の達成、ならびに、直膨

実用化に向けての具体的な道筋が

あり、フィールドテストまで実施され

ている研究開発テーマもあることは

高く評価できる。特に、スーパーマー

ケットの冷凍ショーケースおよび冷

凍倉庫の温暖化対策として、ノンフロ

ン化に加えて効率向上を実現した開

発機をすでに上市し、冷凍ショーケー

スの新設および更新需要への普及が

CO2 冷媒ショーケースの冷

却廃熱を給湯水に利用するシス

テムは給湯需要を持つスーパー

マーケット等での導入が期待で

きる。その際、コストダウン研

究が必要であり、一定のコスト

ダウンが進むまでは、政府によ

る導入支援策も必要となる。 

大型冷凍機では、ターボ冷凍
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式の自然冷媒ショーケースを

実用化できたことは大きな成

果である。また、冷凍冷蔵ショ

ーケースへの CO2 冷媒活用

は、様々な用途へのノンフロン

冷媒の活用が一段と進むとい

う波及効果が期待できる。 
また、低 GWP 冷媒（HFO-

1234ze(E)）のターボ冷凍機へ

のドロップイン試験の結果、同

じ冷媒体積流量で冷凍能力は

約 71%であったが、COP は

97%（HFC-134a 比）、部分負

荷においては HFC-134a を上

回る領域があり、実運転で性能

が同等となることを明らかに

したことは意義深い。最も効率

の良い大型冷凍機の新冷媒対

応化は日本の技術力の優位性

を示す格好の機会である。 
しかしながら、ショーケース

への展開は非常に意義あるも

のだが、高額であるので、より

期待される。 

また、冷媒使用量の大きいターボ冷

凍機の低 GWP冷媒ドロップイン試験

についても、潤滑油への適合性や材料

適合性の評価を済ませ、実運転で性能

が同等となることを明らかにしたこ

とは実用化可能性がきわめて高いこ

とを示している。 
しかしながら、低 GWP 冷媒（HFO-

1234ze(E)）の安全性調査が遅れてい

ることが、普及の障害となる可能性が

あり、早急に進められることを希望す

る。また、業務用冷凍システムに関し

ては、冷媒の漏えいと回収に関するビ

ジネスモデルの開発が急務であると

考える。カーエアコン並みの回収を実

現するよう、空調業界（メンテナンス

を含む）としての検討を望む。 
 

機以外（例えば大型チラーとか）

への展開、冷凍能力の観点から、

低 GWP 値冷媒にマッチングさ

せたターボ冷凍機（コンプレッ

サー）の開発を期待する。また、

業務分野で需要が多いパッケー

ジエアコンへの展開を早急に進

めるべきである。 

一方、R1234ze の自動車分野

への適用、ならびにこれら成果

を住宅用・業務用だけでなく産

業用への展開を期待する。また、

ビル用マルチや中規模の冷温水

チラーの新冷媒対応化が必要で

ある。その場合、効率の目標値

はこれまでの COP ではなく、高

く設定すべきである。 

 



 

 

24 

いっそうのコストダウンをお

願いしたい。 
実用的な性能評

価、安全基準の構

築 

世界に先駆けて低 GWP 冷

媒の性能評価を実施し、実用的

には十分な精度で汎用性のあ

るデータであることは高く評

価できる。特に、燃焼速度と燃

焼限界を明らかにするととも

に、燃焼限界の改善方法、低

GWP 冷媒の有害性などを実

験と理論的な検討により明ら

かにしている点は高く評価で

きる。その結果、新冷媒候補の

選択を容易にし、空調機の開発

を容易にするための寄与は大

きく、低 GWP 機器開発を促進

させる大きな成果である。本プ

ロジェクトの研究結果は、国内

会議のみならず国際会議や国

際的な学術雑誌などでも多数

公表されており、十分な成果が

得られていると判断してよい。

しかしながら、新しい低

実用的に十分な精度で汎用性のあ

る低 GWP 冷媒の物性計測データは、

空調機、冷凍機の実用化研究に必要か

つ不可欠なものである。そして、これ

らデータを個別の学会発表のみなら

ず、JSRAE 熱力学表として広く情報

公開できていることは、具体的な冷媒

利用機器の開発を加速できることに

繋がり、高く評価できる。また、

R1234yf の安全性について検討され

たことは、冷媒実用化において有意義

なものである。さらに、JIS 化、標準

化の元となる有用な知見を、成果とし

て数多く提供しており、公共財として

低 GWP冷媒データを整備しつつある

ことは高く評価できる。 
一方で、需要想定や LCCP 評価に

基づく CO2 の排出量削減効果検討に

は、海外の需要動向も含めてマクロ分

析すべきである。また、冷媒物性計測

や安全性評価を継続的に実施するた

欧州の動向によって、低

GWP 冷媒の定義が大きく変わ

る可能性もあり、新冷媒探査が

必要である。これは、空調用

（R410A 代替）のみではなく、

冷蔵用（R404A 代替）、高温用

冷媒（R245fa 代替）を指すもの

でもある。また、安全性評価に

関しては、HFO-1234ze も重要

な冷媒であり安全性評価が必要

である。組成上、副生成物など

が類似する HFO-1234yf の安全

性評価内容をベースとして検討

することが望ましいと考える。

そして、「評価手法と安全基準の

構築」についての具体的な提案

ができると、今後、さらに新型

冷媒が開発されたときにその成

果が活用できる。 
一方、冷媒管理システム構築

に関しては、継続した実証デー
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GWP 冷媒の性能評価と安全

性評価が成果の中心であり、目

標として掲げられている「評価

手法と安全基準の構築」につい

ては、具体的な成果としてまと

められていない。また、冷媒の

燃焼特性を明確にするために

は、空気中の水分の影響など、

解決すべき課題も残されてい

る。 

めの体制整備が必要であり、R1234ze
の安全性試験データが不足している

点は残念、次ステップ以降でのデータ

取得が望まれる。また、低 GWP 冷媒

の安全性について、一般向け広報も必

要である。 
今回研究で得られた成果は ISO と

して国際標準化することによって、世

界に貢献するとともに国内産業育成

につなげられるものである。したがっ

て、各種基準や試験方法の ISO 化を急

ぐべきである。 

タの蓄積が必要である。LCCP
算定時に運転時漏洩率は重要な

因子であるため、本管理システ

ムの継続により、保守点検を含

めた実漏洩量の収集・分析（機

器種別傾向など）を望む。また、

冷媒漏洩は機器単体だけでな

く、冷媒出荷から使用、回収、

破壊・再生の全行程で管理する

ことが重要であり、実証研究に

よる問題点抽出・改善が必要で

ある。また、自然冷媒を含めた

評価・試験方法の提案を国際的

に行ってもらいたい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

2.1 

2.7 

2.4 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A
２．研究開発マネジメントについて 2.4 A A B A B B B
３．研究開発成果について 2.7 A A A A B B A
４．実用化、事業化の見通しについて 2.1 B B A B B B B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉 
 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 



 

27 

評点結果〔個別テーマ〕 

住宅分野向けノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発 

1.6 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

業務向けノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発 

2.6 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

実用的な性能評価、安全基準の構築 

2.7 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

住宅分野向けノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発 

 １．研究開発成果について 2.4 A A B B A B B 
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.6 B C C B B C B 
業務向けノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発 

 １．研究開発成果について 2.9 A A A A A B A 
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.6 A B A A B B A 
実用的な性能評価、安全基準の構築 
 １．研究開発成果について 2.9 A A A A A B A 
 ２．実用化の見通しについて 2.7 A A A B A B A 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉  

１．研究開発成果について ２．実用化(、事業化)の見通しについ

て 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D


